




















































































































































































































































































年 次 企　業数 ％
1918年
1919年
1920年
1921年
28
90
592
754
3．4
10．8
71．2
90．7
　1921年にまでいたるソヴェト工業管理組織の合
議制か単独責任制かのはげしい論争は，第九回・
調査対象企業831
第十回党大会をへてようやく最終的な結着をみた
が，その間の単独責任制実施の状況は第1表のご
とくである。
　ソヴェトは，1921年の春から新経済政策いわゆ
るネップの時代に入る。
　ネップへの移行にともなって，商品流通と市場
関係の全面的な発生のため，集権的なグラフキ制
度は，新しい管理方式に改められなければならな
くなった。市場での調達と販売の完全なる自主性
は，トラストがもっていた。トラストが工業管理
の基本的環となった。企業ではなく，トラストの
長が完全な自主性をもち，利潤をめざしながら活
動し市場で大きな役割をはたした。
　ネップのもとでは多くの国有企業が，原料・燃
料・食糧の調達のため，自力によって，生産物の
一部分を市場で実現し，各種の資本主義的分子と
競争するなかで，生産力を発展させ企業を強化し
なければならない一般的経済情勢においては，企
業における計画的運営方式の変更を必然的なもの
とした。それは，当然，従来のグラフキズム的工
業管理・企業管理の制度の否定を意味し，工業全
体に大きな変化をもたらすものであった。
　国有企業のトラスト化はっぎの原理によって行
なわれた。
　（1）生産の集積化と物材の合理的配分のため
　　の，地域的に関連しあった同種諸企業グルー
　　プの合同。
　（2）原科・燃料などを補給する地域的に関連し
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第2表　工業トラスト化過程についての資料
工　業　部　門
金
電
化
鉱
陶
属
機
学
業
業
木　　　工　　　業
（合　　　　板）
製
繊
食
紙
維
品
企業総数
労働者総数
　1，447
290，　081
10，　820
28，013
19，　399
30，971
　17
1，631
15，　602
　341310，625
　636
19，628
第1グル
ープの企
業数
労働者数
　148148，　596
10，820
28，013
19，274
15，862
　16
1，551
13，　602
　341310，625
　236
16，132
第1グルー
プのトラス
ト化企業数
労働者数
　　57
125，439
10，820
13，532
12，　876
13，　052
　9959
　　7
10，000
　249252，521
　236
16，132
第1グルー
プ非トラス
ト化企業数
労働者数
23，157
14，481
　18
6，　398
2，810
　7592
5，602
58，104
トラスト化
企業におけ
る平均労働
者数
2，200
451
1，171
567
106
1，428
1，010
非トラスト
化企業にお
ける平均労
働者数
254
268
355
312
85
1，f20
631
総企業数に
たいするト
ラスト化企
業の％
4
100
36
37
41
53
58
73
37
トラスト化
企業におけ
る労働者数
の％
43
100
52
66
52
58
64
81
82
第1グループの企業とは中央経済機関の所轄に属するものをいう。
　　あった異種的な諸企業グループの合同。
　（3）とくに重要な意義をもっ生産グループの合
　　同。（石油，石炭企業等）
　（4）生産過程において相互に補足しあう諸企業
　　の合同。
　トラスト化のテンポはきわめて高く，1921年，
最高国民経済会議によって，23のトラストが創設
され，22年には，大工業の全部門で75％oL／上，中
央・地方の国民経済会議所属の工業平均で88％が
トラスト化され，23年にはトラスト総数478であ
った。第2表は2780企業にかんする1922年3月の
最高国民経済会議の資料である。
　1923年4月10日の「国有トラスト」にっいての
法令は，トラストの管理機関を次のように規定
している。（1）最高国民経済会議，（2）トラスト管理
部，（3）監査委員会からなり，最高国民経済会議
は，トラストの構成機関ではなくて上級機関であ
り，その機能は下級の経営・業務機関にたいする
上級の計画・規制の国家機関の機能として，行政
的・計画的指導の方式で，上級・下級国家機関の
あいだで行なわれる機能だと規定される。トラス
トの管理部は，最高国民経済会議によって任命さ
れ，管理部はトラスト長を選任することができ
る。監査委員会は最高国民経済会議の機関とさ
れ，それによって任命される委員長と委員，労働
組合より派遣される委員とからなる。トラスト加
入企業の企業長または個々の生産単位の管理者
は，トラストの管理部によって任命・解任され，
個人責任制にもとづき，委任された権限の範囲内
で活動することが規定された。
　当時のソヴェト工業の管理機構をしめすと次図
のごとくになる。
　　　ソヴェト工業管理機構（1922～28年）
　1929年は，ソヴェト政権最初の5ヵ年計画が開
始された年であり，34億ルーブルの大規模工業の
基本投資の結果，多くの工業企業が再建され大工
場となった。
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　エ業企業の量質両面にわたる増大は，企業の権
限の増大と自主性の増加および内部予備の成長に
対する刺激を必要とした。このことから同年12月
5日の党中央委員会は，工業管理機構の再編に関
する決定を行ない，基本的管理の環として企業を
定めた。この決定により，総管理局は廃止され，
工業の部門指導を行なうオブエジネーニエがシン
ジケートをもとにして設置された。国民経済最高
会議の総管理局は，新しい課題，とりわけ技術指
導を行なうのにふさわしくなかった。そのほか，
調達や販売のみならず，生産とか基本建設の計画
化までがシンジケートの手に集中してきたゆえで
ある。
　改組決定は，三っのタイプの合同の創設を規定
したが，この合同のタイプのなかに連邦工業，共
和国，地方工業の要求・利害が反映されるととも
に，その機能上でも区別された。
　　（1）　ソヴェト連邦最高国民経済会議がその活
　動の全側面を指導する連邦的意義の企業・トラ
　ストがふくまれるもの。この合同はグラフキ，
　シンジケート，トラストが遂行して諸機能を一
　つの機関に併合するものである。
　　（2）連邦工業および共和国工業・地方工業の
　企業・トラストがふくまれるもの。これらは基
　本的にはソヴェト連邦最高国民会議の指導する
　ものであるが，連邦工業にかんしては，（1）のタ
　イプの合同と同じ機能を行ない，共和国・地方
　的意義の企業・トラストにかんしては，もとの
　シンジケートの機能に加えるに，生産・基本建
　設の計画化，合理化，再建の一般技術的指導，
　カードル養成などの問題が若干追加された。す
　なわち，調達・販売機能にっいては，すべての
　企業・トラストにたいして行なったが，生産・
基本建設・技術指導については漣邦工業にた
　いしては共和国・地方企業にたいするよりも広
　範・直接に行なった。また後者にたいしては，
　指導要員の任命・解任の権限をもたなかった。
　　（3）主として食品工業・軽工業に属する共和
　国・地方的意義の企業・トラストだけがふくま
　れるもの。この合同は，もとのシンジケートの
　機能，調達・販売の機能のみを主とするもので
　あるが，そのほかに，生産・基本建設の共和国
　間の計画化・合理化・技術的再建の実施の監督
　を行なう。
　連邦部門別合同は，このような三っのタイプを
もつが，この機能上の相違は，合同とその企業・
トラストとの財務・商業上の相互関係の相違とも
関連していた。また，連邦合同のほかに，共和国
合同の創設も規定された。
　すでに述べたように，この決定では，トラスト
がではなく「企業が，工業管理体係における基礎
である」ことが認められた。それは，工業化の進
展，技術的改造と新建設による企業成長の結果で
ある。ここにおいて問題の重点が企業改善に移
り，「企業の技術装備，正しい調達組織，企業内
のもっとも完全な労働組織，企業の労働者集団と
技術員の最大限の積極性にとってもっとも有利な
条件の形成，熟達した管理部員の選抜，必要な程
度の企業の自主性が，社会主義工業管理体系のい
っそうの改善の基礎」となった。
　新設されたオブエジネーニエ＝企業合同は，国
民経済最高会議に属した。その機能は，企業の計
画化と技術指導，基本建設，企業融資，企業材料
の調達と製品の販売におかれた。それは国民経済
最高会議と企業との間を結ぶものである。しかし
多くの場合には，オブエジネーニエと企業との間
にトラストが残った。大きく地域的に分散した企
業は，直接オブエジネーニエに属したが，その他
の企業はトラストに属した。しかしトラストのこ
れまでの課題と機能は変更させられた。それは，
従来のような企業活動のすべての側面の指導では
なく，その活動を技術的指導，合理化，再建の問
題に集中しなけれぽならず，原則として，販売・
調達の機能は除かれた。
　当時の管理機構をしめすと次図のごとくであ
るo
　　　ソヴ＝ト工業管理機構（1929～31年）
国　民　経　済　最高　会　議
オ　ブ　エ　ジ　ネ　ー　ニ　エ
（ト　ラ　ス　ト）
企 業
　第1次5ヵ年計画が行なわれているうちに，そ
の後半において大きな変化が生じてきた。1930年
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から32年にかけて，新しい部門が生まれ，新しい
工場が建ち，新技術が導入された。
　これら新条件の発生にともない，スターリンは
次のごとき指導方法の改善の方向を示した。
　（1）職場をかえてわたりあるく渡り鳥的な労働
　　から，労働力の組織的募集にかえ，労働過程
　　を機械化すること。
　（2）より有利な仕事への労働力の流動をやめ
　　て，賃金を正しく組織し，労働者の生活条件
　　をよくすること。
　（3）個人責任回避をやめて，労働組織を改善
　　し，労働力を正しく配置すること。
　（4）生産技術的イソテリを創ること。
　（5）技師，技手に配慮すること。
　（6）独立採算制を全面的に強化し工業内の蓄積
　　を増大すること。
　オブエジネーニエは，多くの欠陥をもっように
なってきた。企業数が多くなったこと，経常的指
導が増大していること，官僚的指導があらわれて
きたことなどである。こうした欠陥を克服するた
めに，オブエジネーニエの分割・再分割，細分化
が地域と技術的専門に応じて行なわれた。このよ
うな過程は，オブエジネーニエ廃止への過渡的段
階をなすものであった。
　このように，工業の発展にともない，一方では
管理の環の企業への接近が必要となり，他方では
工業の中央管理機関たる国民経済最高会議の再編
が必要となった。
　このようななかで1932年1月～2月の共産党第
17回協議会は，1931年度の工業活動の主要な欠陥
として，経済管理組織の「かさ張り」と企業から
の「遊離」をあげ，オブエジネーニエによる企業
の具体的指導の不十分さを指摘した。
　その結果1932年においても，個々の工業部門に
おいてなお若干の新しいオブエジネーニエが組織
されたが，それらはいずれも，1929年12月決定に
よる部門別の連邦オブエジネーニエではなく，ト
ラスト型の専門組織であって，人民委員部のセク
ターないしグラフキに直属するものであった。オ
フエジネーニエの分割はひきつづき進行し，それ
は従来の細分化ではなく，組織形態そのものの廃
止をともなうものであった。こうしてトラスト．
企業は最高国民経済会議へ直属されていったので
ある。
　かくて，1932年2月，「動力中央」はソヴェト
連邦動力経済総管理局に改組され，オブエジネー
ニエはいくつかの地域トラストに分割されてこの
管理局に直属した。同5月，全連邦化学工業オブ
エジネーニエは廃止されて二っの新しいトラスト
が組織され，重工業人民委員部化学工業管理局へ
直属した。軽工業人民委員部内では同7月，16の
部門別グラフキが創設され，それぞれのオブエジ
ネーニエは廃止された。
　このようにして，1931年秋に行なわれた改組に
よって，とくに重工業ではほとんどすべてのオブ
エジネーニエは廃止されたが，1932年11月8日，
ソヴェト連邦人民委員会議は，個々のオブエジネ
ーニエ廃止の措置にっついて，全般的な廃止を決
定した。それは，若干の例外を除いてすべてのオ
ブエジネーニエの廃止を決定するものであった。
この決定以後には，工業における新しいオブエジ
ネーニエの設立はなかった。
　第1次5ヵ年計画の末までに，工業管理の4段
階制が改変され，管理の3段階制すなわち総管理
局→トラスト→企業となった。そこではトラスト
が中間的環として残った。しかし多くの場合トラ
ストは廃止され，2段階制がとられた。1933年に
は，150の工場が直接人民委員部に属した。
　1932年1月から10月までの工業管理機構，およ
　　ソヴ＝ト工業管理機構（1932年1～10月）
人　民　委　員　部
オ　プ　エ　ジ　ネ　ー　ニ　エ
（ト　ラ　ス　ト）
企 業
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ソヴェト工業管理機構（1932年10月～1945年）
人　民　委　員　部
　　　　　　　総　管　理　局
（ト　ラ　ス　F）
企 業
び1932年10月より1945年までの工業管理機構は前
頁の図のごとくである。
　1933年から始まる第2次5ヵ年計画では技術的
指導の強化の問題がより一層実際的になってき
た。党と政府の指令で「職責局限」の清算が要求
され，工業管理は，新たに生産別地域別に組織さ
れることになった。それまでは作業全体の責任が
無視されていたからである。そして班職場，企
業，トラスト，人民委員部に長をおき，その活動
にたいする全面的責任をおわした。1934年の第17
回党大会は，管理の中間的距離の清算と単独責任
制の強化を要求した。
　1946年3月戦争の終結とともに，戦時下の軍需
品最優先の特殊条件は解消し，戦後の平和時では
生産の計画と管理についての強い集権化を行なう
必要がなくなったいま，いままでの人民委員部は
省に，人民委員会議は閣僚会議と改名された。こ
れにともない従前の「人民委員部総管理局」は
「省総管理局」と名を改め，機構はそのままで19
56年まで継続した。
　第4次5ヵ年計画および第5次5ヵ年計画の
間，すなわち1946年から1955年の間，共和国と地
方機関の権限はいちじるしく拡大され，多くのソ
同盟省の企業が同盟共和国省に移った。そこで同
盟共和国の経済の計画化と融資の改善のため，19
55年5月に同盟共和国の国民経済の国家的計画化
と融資の方式が変更され，計画活動・管理活動の
分権化がいちじるしく行なわれた。
　1955年のソ同盟共産党中央委員会7月総会は，
過度の管理の集権化を非難し，企業長・職場長・
職長の権限の増大が必要なことを述べ，企業や職
場で広汎なイニシアチブの発揮のための条件をっ
くるべきことを指摘した。それにともなって1955
年8月企業長の権限を拡大する決定がなされ，9
月には職長や生産職区長の権限も拡大された。こ
れにともなって，省が企業におろす計画指標も19
55年前年比で46％削減され，この年企業の管理機
関の従業員数は約75万人減少した。そして専門家
は，直接生産に入っていった。
　ソヴェト経済の飛躍的発展にともない，工業の
管理機構もこれまでの部分的改正では応じきれな
くなり，経済の発展，分権化の強化，イニシアチ
ブの増大のため1957年7月から管理機構の根本的
大改革が行なわれることになった。
　その内容は，各工業および建設業関係省を地区
別に統合し，「国民経済会議」を新設することに
よって，地方への管理の移行ないしは民主化を根
本的にもくろむものである。
　ソ同盟全体で105の経済行政地区が設けられ，
そこに国民経済会議が設けられる。その任務は，
工業・建設業管理の基本的環として，所属の企業
や機関を直接に管理するにある。国民経済会議は
すべての活動を同盟共和国閣僚会議の決定に従わ
せしめられる。化学工業，発電所，中機械製作，
運輸建設の4省がソ同盟省として残ったほかは，
すべて工業・建設関係省は廃止された。
　したがって1957年以降のソヴェト工業管理機構
は次図のごとくである。
ソヴェト工業管理機構（1957年以降）
（ト　ラ　ス　ト）
　社会主義企業の管理機構の歴史を通じて，その
マネジメントの形は資本主義の下で発達させられ
たものと大幅に異なることをわれわれは見出し得
る。それは資本主義における機械制大工業の発展
の段階で生みだされた思想，テイラー主義に代表
される人間は刺激によって働くものであるという
思想の否定のもとに，労働者の主体としての意識，
自らの手による管理と統制へとめざしているのを
みる。しかしまだわれわれはそれを手にしてはい
ない。
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